
米国における再生可能エネルギー発電
－政策・技術・ファイナンス動向と日本への示唆－

※当資料は調査第102号の概要を紹介するもの。詳細については同調査参照。

・現状、わが国において再生可能エネルギー発電が全発電量に占める比率は低いが、電力供給システムの低

炭素化や産業競争力強化の観点から、太陽光発電などの導入が進められている。さらに、東日本大震災を受

け、地域の自然エネルギーを活用する電力供給源として、再生可能エネルギーへの関心が高まっている。従来

はRPS制度※1が政策の中心であったが、2009年11月に太陽光発電向けに導入された固定価格買取(FIT)制度※2

の対象を、風力など他の再生可能エネルギーによる発電に拡大することが検討されている。

・RPS制度やFIT制度といった政策措置は、コストの高い再生可能エネルギー発電の導入拡大に欠かせない。一

方、米国の風力、太陽光、太陽熱発電に対する政策・ファイナンスの事例からは、以下の通り、投資家等のイン

センティブに配慮した制度設計も重要であることが分かる。

①米国の連邦レベルでは、税控除制度等が再生可能エネルギー発電の導入拡大を支えている（図表1‐1）。税

控除制度の恩恵を投資家が受けられるTax Equityスキームが確立されているほか、金融危機後には税控除の

金額を助成金として受け取れるように制度変更されたことが効果を上げている（図表1‐2,1‐3）。

②カリフォルニア州等では、デベロッパが顧客となる電力消費者の土地・施設内にモジュールを設置・所有し、

PPA（電力購入契約）により電力を顧客に販売する3rd Party PPAのスキームが太陽光発電の拡大に寄与してい

る。3rd Party PPAを通じて、電力消費者は初期投資コストを負担せずにクリーンな電力を調達できる（図表1‐4）。
※1 電気事業者の供給電力量のうち、再生可能エネルギーによる発電量の割合を規定する制度
※2 再生可能エネルギーにより発電された電力を、電力会社が一定期間、固定された価格で買い取る制度

図表1-2 Tax Equity投資のスキーム例
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・この他にも、米国の事例から、以下の教訓が得られる。

①米国では、再生可能エネルギーの発電量に応じて発電事業者の支払税額を控除する生産税控除（PTC）制度

があるが、風力発電の導入量は同制度が打ち切られる度に落ち込んできた（図表2‐1）。制度の継続性・安定性

が再生可能エネルギー発電に対する投資促進には欠かせない。

②日照量や風況により発電量が変動する再生可能エネルギー発電の導入が拡大すると、系統制約が問題とな

る可能性がある。全米の３割の風力発電容量を有するテキサス州では、電力供給や系統の安定性確保が課題

となっている。今後、技術開発による蓄電コスト等の削減努力に加え、最適な系統安定化対策やコスト負担等に

関する議論を深める必要があろう。

・産業バリューチェーンの観点からは、再生可能エネルギー発電の導入拡大は、部材供給から完成品製造、発

電所建設・運営に至る各段階で日本企業の事業機会となり得る（図表2‐2,2‐3）。米国の風力発電タービン導入

量で４割のシェアを占めるGE Energyは、タービン等の納入だけでなく、プロジェクトの開発資金も提供している。

日本企業は、風力発電におけるベアリングや太陽光発電におけるバックシート、封止材、透明導電膜付き基板

等の部材製造を中心に技術的な優位性を持つ（図表2‐4, 2‐5）。今後は、技術の優位性を維持しつつ、バリュー

チェーンの垂直統合やファイナンス上の工夫等による、発電システム全体でのコスト競争力向上や販売力強化

が求められよう。

図表2-1 風力発電の新規導入量とPTC制度の関係

（備考）米国風力発電協会「U S Wi d I d
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・本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、

必ず出所：日本政策投資銀行と明記して下さい。

・本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当行までご連絡下さい。

お問い合わせ先 株式会社日本政策投資銀行 産業調査部

Tel: 03-3244-1840

E-mail: report@dbj.jp
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